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要  旨

資源エネルギー庁では、工場等でエネルギーを使用する事業者に対して更なるエネルギーの

使用の合理化を促すために、2016 年度から「事業者クラス分け評価制度」を導入し、事業

者に対してメリハリのある対応を実施することにより、事業者全体の省エネ取組に対する意

欲を向上させる取り組みをしている。本稿では、資源エネルギー庁に対して各事業者が行っ

た定期報告データと独自の追加調査のデータを用いて、事業者クラス分け評価制度の効果を

定量的に分析する。分析の対象とした約 3,000者のエネルギー消費原単位のデータを用いて、

回帰不連続デザイン等を用いて分析を行う。分析の結果、2 年連続でエネルギー消費原単位

の悪化した事業者に対しては、事業者クラス分け評価制度に基づく注意喚起文書の送付等に

よって省エネが進んでいる可能性が示唆された。

キーワード：省エネ、事業者クラス分け評価制度、回帰不連続デザイン

JEL classification: Q48、K23

RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発

な議論を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表

するものであり、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 

*本稿は、独立行政法人経済産業研究所（RIETI）におけるプロジェクト「日本におけるエビデンスに基づく政策の推
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1  はじめに 
2015 年 7 月に策定された長期エネルギー需給見通し（以下「エネルギーミックス」とい

う。）においては、年率 1.7％の経済成長を前提に、徹底した省エネルギーを通じて、石油

危機後の 20 年間と同等のエネルギー効率の改善（GDP 当たりの最終エネルギー消費を

35％程度改善）を実現し、2013 年度を基準年として 2030 年度に対策前比で最終エネルギ

ー消費を原油換算 5,030 万 kl 程度削減するという野心的な見通しが示された。2016 年度の

家庭部門のエネルギー消費量が約 4,950万 klであり、5,030万 klを削減するということは、

家庭部門のエネルギー消費を全て無くすほどの大きな数字である。日本の最終エネルギー

消費は減少傾向（2013 年度の 3.65 億 kl から 2016 年度には 3.44 億 kl に減少）にあり、一

見すると省エネ対策が順調に進んでいるように見受けられる。しかし、これは鉄鋼業や化

学工業等に代表されるエネルギー多消費産業の生産が低調なことや暖冬冷夏のような気温

要因、また LED 等の機器の効率が向上していることが要因で、高度な省エネ対策は進んで

いないのが現状である。 

この野心的なエネルギーミックスの実現を図るため、「エネルギーの使用の合理化等に関

する法律（昭和 54 年法律第 49 号。以下「省エネ法」という。）」等による規制と補助金等

の支援の両輪で的確な省エネ施策を講じ、積み上げた省エネ対策を確実に実行していく必

要があるが、そうした施策のひとつとして 2016 年度から開始されたのが「事業者クラス分

け評価制度」である。事業者クラス分け評価制度については第 2 節で後述するが、同制度

は省エネの進展状況別に事業者をクラス分けし、メリハリのある施策の実施を行う仕組み

である。具体的には、省エネ取り組みの停滞事業者に対して、注意喚起文書の送付等を行

うことによって、省エネ取り組みを促進することを目指している。 

こうした政策手法は、行動科学の理論に基づくアプローチにより行動変容を促し、政策

効果を高めようとする取り組みであり、新たな政策手法として着目されている。例えば近

年、「社会的比較」という手法を用いることによって、個人の省エネを促進することができ

るという研究が報告されている。社会的比較とは、「周囲の人と比較して、あなたのエネル

ギー消費量は○○％高くなっています」といった情報を提供することによって行動変容を

促すものである 2。Alcott（2011）は、社会的比較の考え方を取り入れた家庭向けのエネル

                                                   
2 なお、省エネに留まらない環境・エネルギー分野全体における社会的比較の効果検証につ

いては、横尾（2017）によるサーベイを参照。 
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ギーレポート（Home Energy Report：HER）配付の効果を、ランダム化比較試験（RCT）

によって検証しており、HER の配付によって、家庭の電力使用量を約 2％節電させる効果

があることを明らかにした。HER は既存の環境政策と比較して費用対効果が高く、効果的

な施策である可能性が高い。社会的比較を企業に適用した事例は少ないが、Smith（2014）

は企業向けのエネルギーレポート（Business Energy Report：BER）によって、企業の省エ

ネを促進できるかどうかを検証している。Smith（2014）の中小企業 3 万社に対する RCT

によると、BER の効果は 0.3％と小さく、統計的に有意な影響は確認できなかった 3。また、

エネルギー政策を対象とした研究ではないが、Behavioural Insights Team（2016）は、中

小企業に対して雇用法の遵守を促す通知文書の効果を RCT によって検証している。分析の

結果、通知文書を簡素化したうえで、雇用法を遵守しない場合に受け得る懲罰示した文書

を送付すること等によって、雇用法の遵守率を高められることを確認している。またオー

ストラリアの環境省は事業者に対して、オゾン層破壊物質等を含む製品の輸入をする場合

は政府に対して報告することを義務付けていたが、遵守率が低くとどまっていた。報告の

遵守を促す E メールの効果を RCT によって検証した結果、報告が義務であることを強調

した場合や、報告のリマインダーを送付した場合に、遵守率が上昇することを確認してい

る（OECD 2017）。 

このように、行動科学のアプローチに基づいて企業の行動変容、とりわけ省エネ努力を

促し得る可能性は示されているものの、実証的な研究の数はまだまだ少ない。そこで本稿

では、事業者クラス分け評価制度を対象として、省エネに資する情報提供を通じた行動変

容に着目し、その効果の検討を行う。具体的には、Regression Discontinuity Design（RD

デザイン）を用いて、事業者クラス分け評価制度が事業者の省エネ行動にどのような影響

を及ぼしているかを検証する。 

本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では事業者クラス分け評価制度の概要を説明す

る。第 3 節では、実証分析の方法と分析に用いるデータについて説明する。第 4 節では、

分析結果を示す。第 5 節は結語である。  

                                                   
33 なお企業を対象とした省エネ促進政策も含めたエネルギー効率性に関するレビュー論文

として Gillingham et al.（2009）および Allcott and Greenstone（2012）がある。 
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2  事業者クラス分け評価制度の概要 
同制度は、2016 年度から開始され、省エネ法の定期報告 4を提出する全ての特定事業者

及び特定連鎖化事業者を、S・A・B・C の４段階にクラス分けすることを通じて、クラス

に応じたメリハリのある省エネ取り組みの促進を企図しており、事業者が自らの立ち位置

を把握することにも寄与している。なお、クラス分けに当たっては、「エネルギー消費原単

位 5の年平均１％以上低減」に加え、業界ごとの状況を考慮したベンチマーク制度の指標

も評価に活用しており、業界間の省エネの進捗度の差について一定の配慮がなされる仕組

みとなっている（図 1）。 

現在、S クラス事業者（優良事業者）を経済産業省のホームページにおいて業種別に公

表して称揚する一方、B・C クラス事業者（停滞事業者等）にはより厳格に対応すること

としている。具体的には、全ての停滞事業者に対して注意喚起文書を送付するとともに、

一部の停滞事業者には報告徴収・現地調査・立入検査を実施しているところである。 

事業者クラス分け評価制度に基づく定期報告・クラス分け・注意喚起文書の送付等の流

れを整理したものが図 2 である。前述の通り、事業者クラス分け評価制度は平成 28（2016）

年度からスタートした制度だが、クラス分けに用いられているデータは、特定事業者及び

特定連鎖化事業者から毎年提出される定期報告書である。平成 28 年度のクラス分けには、

前年の平成 27 年度に提出された定期報告書が用いられているが、平成 27 年度の定期報告

書に記載されているのは、さらにその前年の平成 26 年度実績となる。つまり、平成 26 年

度のエネルギー消費原単位等の実績が、平成 27 年度に定期報告書として提出され、それを

もとに行われたクラス分けに基づいて、全ての停滞事業者（B・C クラス事業者）に対し

て注意喚起文書を送付するとともに、一部には報告徴収・現地調査・立入検査を実施して

いることになる。そのため、事業者クラス分け評価制度によって事業者の省エネに対する

行動変容が起こり、それがエネルギー消費原単位に反映されるのは、早くても平成 28 年度

実績からとなる。平成 28 年度実績は、平成 29 年度に定期報告されることになる。 

 

                                                   
4 特定事業者及び特定連鎖化事業者が、毎年度、エネルギーの使用の状況等について主務大

臣に報告するもの。 
5 エネルギー使用量を分子、エネルギーの使用量に密接な関係のある生産数量等を分母とし

て算出する値。省エネ法では、エネルギー消費原単位を年平均１％以上低減させること

が努力目標として求められる。 
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図 1 事業者クラス分け（SABC）評価制度の概要 

  
（出所）資源エネルギー庁「事業者クラス分け評価制度の概要」 

 

図 2 定期報告・クラス分け・注意喚起文書送付等の流れ 

 

 本制度は、省エネ法の定期報告を提出する全ての事業者をＳ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階へ
クラス分けし、クラスに応じたメリハリのある対応を実施するもの。

 優良事業者を業種別に公表して称揚する一方、停滞事業者にはより厳格に対応する。
 事業者は、他事業者と比較して自らの立ち位置を確認することができる。
 平成２８年度より制度を開始。

※1 努力目標：５年間平均原単位を年１%以上低減すること。
※2  ベンチマーク目標：ベンチマーク制度の対象業種・分野において、事業者が中長期的に目指すべき水準。

Ａクラス
一般的な事業者

Ｓクラス
省エネが優良な事業者

Ｂクラス
省エネが停滞している事業者

Ｃクラス
注意を要する事業者

【水準】
Bクラスよりは省エネ水準は高
いが、Sクラスの水準には達し
ない事業者

【対応】
特段なし。

【水準】
①努力目標達成
または、
②ベンチマーク目標達成

【対応】
優良事業者として、経産省
HPで事業者名や連続達成
年数を表示。

【水準】
①努力目標未達成かつ直近

2年連続で原単位が対前
度年比増加

または、
②5年間平均原単位が5％

超増加

【対応】
注意文書を送付し、現地調
査等を重点的に実施。

【水準】
Ｂクラスの事業者の中で特に
判断基準遵守状況が不十分

【対応】
省エネ法第６条に基づく指導
を実施。

※1

※2

※1

全事業者 11,403

Ｓクラス Ａクラス Ｂクラス
事業者数 割合 事業者数 割合 事業者数 割合

6,469 56.7% 3,333 29.2% 1,601 14.0%

2017年度定期報告（2016年度実績）に基づいたクラス分け

H26 H27 H28 H29
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源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

事
業
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エネルギー
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原単位等

定期報告書

事業者
クラス分け
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結果公表・
注意喚起
文書の
送付等

H26実績

H27定期報告
（H26実績）

注意喚起文書送
付・報告徴収等

クラス分け
結果公表

H26実績に基づく
クラス分け

H27実績

H28定期報告
（H27実績）

注意喚起文書送
付・報告徴収等

クラス分け
結果公表

H27実績に基づく
クラス分け

H28実績

H29定期報告
（H28実績）

事業者クラス分け評価制度の開始
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3  実証分析の方法・データ 
3.1  分析方法 

本稿では、事業者クラス分け評価制度に基づく注意喚起文書の送付等が、事業者の省エ

ネ取り組みにどのような影響を与えたかを検証する。図 1 で示したように、クラス分けは

主として、①ベンチマーク目標、②5 年間平均原単位変化、③2 年連続での原単位変化、の

3 つの基準に基づいて行われているが、ベンチマーク目標を達成している事業者は限定さ

れるため、ベンチマーク目標の達成によって S クラスに位置付けられている事業者は分析

から除外する。また原単位には、エネルギーの使用量を生産数量等で除して算出される「エ

ネルギー消費原単位」だけでなく、電気需要平準化への貢献を測定する「電気需要平準化

評価原単位」の 2 種類があるが、後者によってクラス分けされている事業者も限られてい

るため、分析からは除外する。そのため本稿では、5 年間平均原単位変化および 2 年連続

での原単位変化に基づいてクラス分けがなされる事業者に焦点を絞って分析を行う。 

ベンチマーク目標および電気需要平準化評価原単位に基づくクラス分けを捨象したうえ

で、事業者クラス分け評価制度のイメージを簡素化し、「前年度および前々年度の原単位削

減量」を横軸に、「5 年平均原単位削減量」を縦軸にして図示したものが図 3 である。5 年

平均原単位が年平均で 1％以上改善した場合（努力目標を達成した場合）は一律で S クラ

スに分類される。そのため図中でも「5 年平均原単位年 1％以上改善」という点線の上は、

すべて S クラスになっている。一方、努力目標は未達成で、原単位が 2 年連続悪化した場

合もしくは 5 年平均原単位が 5％超悪化した場合は B クラスに分類される。S クラスにも B

クラスにも分類されない場合が A クラスとなる。 
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図 3 事業者クラス分け評価制度のイメージ 

 

 

本稿では、こうした制度的仕組みを活用して、RD デザインの枠組みを用いて事業者ク

ラス分け評価制度が事業者の省エネ行動に及ぼした影響を検証する。具体的には、各クラ

スの閾値周辺の事業者に着目することによって、注意喚起文書送付等が企業の行動変容に

及ぼす効果を測定する。後述するように、記述統計や分布をみても、S クラスと A クラス

の間には省エネの進展について大きな傾向の差は確認されない。そこで本稿では、A クラ

スを比較対照として、B クラスに格付けられることの省エネに対する効果を分析する。 

分析は、5 年平均原単位が 5％超悪化したことによって B クラスに格付けられた場合の

効果と、原単位が 2 年連続悪化したことによって B クラスに格付けられた場合の効果を、

それぞれ分けて分析する。5 年平均原単位に基づいてクラス分けが行われるケースでは、

クラス分けに用いられる変数は 1 つだけであるため、通常の RD デザインを適用すること

が可能である。一方、過去 2 年間の原単位変化によってクラス分けが行われるケースでは、

クラス分けに用いられる変数が、前年度の原単位変化と前々年度の原単位変化の 2 つとな

A クラス

B
クラス

前年度および

前々年度の

原単位

削減量

原単位が2年連続

対前年度比増加

5年平均

原単位削減量

5年平均

原単位変化

5％超悪化

Sクラス
5年平均原単位

年1％以上改善
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る。こうした制度の下での RD デザインは「Multi-Score RD Design」と呼ばれる 6。マル

チスコア RD デザインも、基本的な考え方は通常の RD デザインと同様であり、クラス分

けに用いられている複数の基準を 1 次元化することによって、分析が可能となる。 

図 4 は、平成 27 年度定期報告における過去 2 年間の原単位変化に基づいてクラス分け

がなされる場合に、基準の 1 次元化のイメージを示したものである。事業者クラス分け評

価制度では、2 年連続で原単位が対前年度比で増加した場合に B クラスに区分されるよう

になっているが、この図では縦軸には前年度原単位変化（平成 26 年実績）（＝平成 26 年度

原単位/平成 25 年度原単位×100）を、横軸に前々年度原単位変化（平成 25 年実績）（＝平

成 25 年度原単位/平成 24 年度原単位×100）を取っている。平成 27 年度定期報告に基づく

クラス分けでは、平成 26 年実績および平成 25 年度実績の両年度における前年度原単位が

悪化した場合に B クラスに分類されることになる。つまり図 4 で言えば、縦軸および横軸

が共に 100 を超えている場合に B クラスに分類される。 

RD デザインを用いた分析では、クラス分けが行われる「境界までの距離」を定義する

必要があるが、本稿では A クラスと B クラスを分ける境界までの距離を以下のように定義

した。図 4 の①のように、原単位が 2 年連続悪化している場合、仮にどちらかの年度で原

単位が悪化しなければ A クラスに分類されていたことになる。そのため、原単位悪化度合

いの小さい年度の原単位変化を、境界までの距離として定義した。一方、②のように、平

成 26 年度実績の原単位変化は改善しているものの、平成 25 年度実績の原単位変化は悪化

している場合は A クラスに分類されるが、仮に平成 26 年度実績の原単位が悪化していた

ら B クラスに分類されていたことになる。そのため、平成 26 年度実績の原単位変化を境

界までの距離と定義した。また③のように両年度ともに原単位が改善していて A クラスに

分類されている場合は、B クラスの境界までのユークリッド距離を用いた。 

 

                                                   
6 Multi-Score RD Design の詳細は、Cattaneo et al.（2018ab）参照。 
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図 4 指標の 1 次元化のイメージ 

 
 

3.2  データ 
本稿では、事業者のクラスやアウトカムを把握するために、省エネ法に基づいて事業者

から提出されている定期報告のデータと、事業者に対して実施したアンケート調査を用い

て分析を行う。本節では、それぞれのデータについて詳述していく。 

 

3.2.1 定期報告 

前述の通り省エネ法では、特定事業者および特定連鎖化事業者に対して、各事業者のエ

ネルギー使用状況等を毎年報告することを義務付けている。特定事業者とは、設置してい

るすべての工場・事業場の年間のエネルギー使用量の合計が 1,500kl（原油換算）以上であ

る事業者のことである。特定連鎖化事業者とは、フランチャイズチェーンにおいて設置し

ているすべての工場・事業場のエネルギー使用量の合計が 1,500kl（原油換算）以上である

事業者のことである。 

特定事業者および特定連鎖化事業者は、エネルギー消費原単位や電気需要平準化評価原

B クラス

A
クラス

前年度

原単位変化

（H25実績）

100

100

前年度

原単位変化

（H26実績）

距離

距離

距離

①

②
③
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単位等を毎年報告する必要がある。エネルギー消費原単位とは、エネルギー使用量をエネ

ルギー使用量と密接な関係を持つ値（例えば製造品の生産数量や生産金額等）で除して算

出された値であり、エネルギー使用の効率性を表す指標である。本稿でも、定期報告にお

けるエネルギー消費原単位をアウトカム指標として、分析を行う。 

 

3.2.2 アンケート 

定期報告では各事業者のエネルギー消費原単位を把握することができるが、定期報告で

は把握できないような、省エネに向けた取組強化の状況等を把握することを目的として、

本稿では事業者に対するアンケートデータも分析に用いる。図 2 で示したように、本稿の

分析対象は、平成 27 年度定期報告（平成 26 年度実績）に基づいて行われたクラス分けに

おいて、B クラスに分類された事業者の行動変容である。そのためアンケート調査は、平

成 28 年度クラス分けに基づいて行った。アンケート調査の概要は表 1 の通りである。ア

ンケートはメールで発送し、ウェブで回答してもらう形式となっている。合計で 5,369 社

にメール送付しており、2,230 社から回答を得た。回収率は 41.5％である。 

 

表 1 アンケート調査の概要 

項目 内容 

調査対象 合計 5,369 社 

 S クラス事業者（平成 27 年度） 3,008 社 

 A クラス事業者（平成 27 年度） 1,642 社 

 B（C）クラス事業者（平成 27 年度） 719 社 

調査方式 メール送付・ウェブ回収における自記方式 

調査期間 2018 年 1 月 5 日～2018 年 1 月 31 日 

（調査票上の〆切は 1 月 19 日だが、回収状況等を踏まえて、回収期間

を延長） 

回収数 2,242 社 

回答率 41.8％ 

 

3.2.3 記述統計 

クラス別の原単位変化 

表 2 および表 3 では、（平成 26 年度実績に基づく）平成 27 年度クラス分け別に（エネ
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ルギー消費）原単位変化の状況を示したものである。なお表における Z クラスとは、特定

事業者として 5 年間のデータがないため、クラス分けが出来ない事業者を指している。表 2

は平成 27 年度から平成 28 年度にかけての原単位変化の平均値や標準偏差等を示したもの

であり、表 3 は平成 26 年度から平成 28 年度にかけて同様の記述統計を示したものである。 

記述統計をみると、全体として H27 クラス分けで B クラスとなった事業者は、その後の

2 年間で原単位を改善している傾向がある。そのため、クラス分けに基づくメリハリのあ

る対応によって、事業者の省エネ取り組みが促進されている可能性は示唆されるが、単な

る「平均への回帰」である可能性も否定できない。 

 

表 2 H27 クラス分け（H26 実績）別の対前年度原単位変化（H28 実績）の記述統計 

 
 

表 3 H27 クラス分け（H26 実績）別の対前々年度原単位変化（H28 実績）の記述統計 

 
 

  

平均 中央値 標準偏差 最小 最大
サンプル
サイズ

S 100.0 99.8 10.7 18.6 433.9 6,660
A 100.0 99.7 9.9 0.1 253.8 2,046
B 99.1 99.0 9.9 23.0 191.5 1,054
Z 100.4 99.3 16.8 0.1 332.2 887

合計 99.9 99.7 11.1 0.1 433.9 10,647

対前年度原単位変化（H28実績）H27クラス分け
（H26実績
ベース）

平均 中央値 標準偏差 最小 最大
サンプル
サイズ

S 98.5 98.3 13.3 7.5 304.2 6,653
A 99.2 99.1 11.9 0.3 251.5 2,043
B 96.9 97.5 13.3 17.5 192.0 1,052
Z 98.3 97.8 19.0 0.1 283.0 883

合計 98.5 98.4 13.6 0.1 304.2 10,631

H27クラス分け
（H26実績
ベース）

対前々年度原単位変化（H28実績）
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クラス別の省エネ取り組み状況 

アンケート調査では、各事業者に対して平成 28 年度以降に省エネ取り組みを強化したか

どうかを尋ねている。図 5 はその回答結果を平成 27 年度クラス分け別に集計したもので

ある。図をみると、全体として、B・C クラスに分類された事業者は、省エネ取り組みを

強化している割合が高くなっている。そのため、クラス分けに基づくメリハリのある対応

によって、事業者の省エネ取り組みが促進されている可能性は示唆されるが、前述と同様

に単なる「平均への回帰」である可能性も否定できない。 

 

図 5 平成 28 年度以降における省エネ取り組みの状況 

 
 

3.2.4 分布 

図 6 および図 7 は、平成 27 年度クラス分け別に、平成 28 年度における対前年度および

対前々年度のエネルギー消費原単位変化の分布を、カーネル密度関数と呼ばれる手法を用

いて、示したものである。 

分布でみても、B クラスは全体としてエネルギー消費原単位を改善している傾向が確認

できる。一方で、A クラスは全体としてあまり変化していない傾向がある。 
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図 6 H27 クラス分け（H26 実績）別の対前年度原単位変化（H28 実績）の分布 

 
 

図 7 H27 クラス分け（H26 実績）別の対前々年度原単位変化（H28 実績）の分布 
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4  分析結果 
前述の通り、記述統計や分布をみても、B クラスに分類された事業者は、全体としてエ

ネルギー消費原単位を改善させたり、省エネ取り組みを強化している可能性があることが

分かった。しかしながら、B クラスはエネルギー消費原単位の悪化している事業者であり、

単なる「平均への回帰」によってそれが改善しているだけである可能性もある。そこで本

節では、RD デザインの枠組みを用いることによって、事業者クラス分け評価制度の効果

をより精緻に分析していく。RD デザインに基づく分析の前に、まずはシンプルな回帰分

析によって全体の傾向を確認していく。 

 

4.1  シンプルな回帰分析による確認 
以下のような回帰分析を行うことによって、平成 27 年度クラス分け（平成 26 年度実績

に基づく）B クラス事業者の原単位変化の平均的な状況を捉える。 

 

H28 原単位変化＝α＋β×B クラスダミー 

＋γ１×H25 原単位変化＋γ２×H26 原単位変化 

＋γ３×H26 過去 5 年間原単位変化＋誤差項 

 

説明変数として用いている平成 25 年度原単位変化、平成 26 年度原単位変化、平成 26

年度過去 5 年間原単位変化は、全て平成 27 年度クラス分けで用いられている基準である。

こういった要因をコントロールすることによって「平均への回帰」を取り除いたうえで、

B クラスに格付けられることの効果を推定することが可能となる。またこうした定式化に

基づく分析は、もっともシンプルな RD デザイン分析だとも解釈できる。なお分析は、A

クラス事業者および B クラス事業者に限定している。また前述の通り一部の事業者につい

ては、エネルギー消費原単位に基づくクラス分けと電気需要平準化評価原単位に基づくク

ラス分けに差異が出る場合があるが、そうした事業者は分析から除外するとともに、平成

28 年度原単位変化が 75 以下の事業者や 125 以上の事業者も分析からは除外している。 

回帰分析による推定結果が表 4 である。1 列目は B クラスダミーのみを説明変数とした

推定であり、2 列目は平成 27 年度クラス分けに用いられている平成 25 年度および平成 26

年度時点での原単位変化を説明変数に加えた推定である。3 列目は、さらに、平成 26 年度
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時点における過去 5 年間の原単位変化を説明変数に加えた推定である。4 列目はそれに加

えて、さらに平成 27 年度時点の原単位変化を説明変数に加えた推定である。 

3 列目の推定結果のみ統計的に有意ではないものの、過去の原単位変化を考慮したとし

ても、B クラスは A クラスと比較して平成 28 年度の原単位が 0.4～0.7％ほど低下する。つ

まり表 2 や図 6 では、B クラス事業者は他のクラスの事業者と比較してエネルギー消費原

単位を改善させている傾向が表れていたが、過去の原単位の悪化状況を加味したとしても、

その傾向は維持されると言える。 

その他の変数をみると、4 列目の推定で平成 27 年度原単位変化の係数がマイナスで統計

的有意になっている。つまり前年度に原単位が高まった事業者ほど、翌年度は原単位が低

下しやすい傾向があることが分かる。平成 26 年度時点における過去 5 年間の原単位変化に

ついても同様である。 

 

表 4 H28 原単位変化に関する回帰分析結果 

 
（注）カッコ内は不均一分散に対して頑健な標準誤差。 

***は 1％水準、**は 5％水準、*は 1％水準でそれぞれ有意な推定値。 

 

 

(1) (2) (3) (4)

Bクラスダミ ー -0.742*** -0.578** -0.423 -0.452*

(0.255) (0.266) (0.265) (0.265)

H25原単位変化 -0.00673 0.000218 0.000526

(0.00462) (0.00618) (0.00621)

H26原単位変化 -0.0117 -0.00318 -0.00339

(0.00917) (0.00981) (0.0100)

H27原単位変化 -0.0328*

(0.0182)

H26過去5年間原単位変化 -0.0803 -0.0862*

(0.0501) (0.0498)

定数項 99.78*** 101.6*** 108.2*** 112.0***

(0.140) (1.042) (4.156) (4.458)

サンプルサイズ 3,035 3,034 3,034 3,033

決定係数 0.003 0.005 0.006 0.008
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4.2  RD デザインによる検証 
B クラスに分類されることによって、注意喚起文書の送付等が行われることによる、省

エネへの影響を、RD デザインによって分析していく。前述の通り、記述統計や分布をみ

ても、S クラスと A クラスの間には省エネの進展について大きな傾向の差はないと考えら

れるので、ここでは A クラスを比較対照として、B クラスに格付けられることの効果を分

析する。B クラス事業者に対しては、注意喚起文書の送付等が行われているが、本節の分

析では、そうした施策によって企業の省エネ行動の変容があったのかどうかを明らかにす

る。 

分析は以下のように行う。第一に、エネルギー消費原単位のみに着目した分析を行う。

一部の事業者については、エネルギー消費原単位に基づくクラス分けと電気需要平準化原

単位に基づくクラス分けで差異が出る場合もあるが、そうした事業者は分析から除外する。

第二に、努力目標（５年間平均原単位を年１％以上低減）達成事業者およびベンチマーク

目標達成事業者は自動的に S クラスとなるため分析から除外する。第三に、B クラス事業

者の基準としては、平成 25 年度の原単位変化、平成 26 年度の原単位変化、平成 26 年度の

5 年間平均原単位変化の 3 つがあるが、①平成 25 年度および平成 26 年度の 2 年連続原単

位が悪化したことによって B クラスになった事業者と、②平成 26 年度の 5 年間平均原単

位変化が 5％超悪化した事業者、の 2 つに分けて分析を行う。第四に平成 28 年度の原単位

変化が±30％を超える事業者は分析から除外した。 

 

4.2.1 5 年間平均原単位の増加は 5％以内だが、2 年連続で原単位が対前年度比で増加し

た事業者の分析 

原単位変化 

5 年間平均原単位の増加は 5％以内だが、2 年連続で原単位が対前年度比で増加したこと

によって B クラスとなった事業者への影響を RD デザインによって分析する。RD デザイ

ンでは、データ全体を大域的（global）に用いて行う推定と、カットオフの周辺のデータ

のみを局所的（local）に用いて行う推定があるが、近年では、局所的な推定を用いる方が

望ましいことが指摘されている 7。 

                                                   
7 Imbens and Lemieux（2008）、Gelman and Imbens（2014）、Cattaneo et al.（2018a）
など参照。 
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具体的には、MSE-optimal 法 8と呼ばれる方法により、A クラスと B クラスの境界付近

のバンド幅（Bandwidth）を選択した上で、A クラス事業者と B クラス事業者のそれぞれ

について局所多項回帰分析（Local Polynomial Regression）9を行い、A クラスと B クラス

の境界線上で原単位変化に差が生じているかを検証する。A クラスと B クラスの境界付近

の企業のみに着目して分析を行うことによって、分析対象の事業者特性が似通っていると

仮定することが出来る。 

平成 26 年度における過去 2 年間の原単位変化を横軸に取り、平成 28 年度における対前

年度変化率を縦軸にそれぞれ取り、境界（＝0）前後で近似曲線を当てはめたものが図 8

である。図 8 において、横軸で 0 よりも右側にある事業者は、平成 26 年度時点において

原単位が 2 年連続で悪化した事業者であり、B クラス事業者が該当する。一方、横軸で 0

よりも左にある事業者は、平成 26 年度時点における原単位変化が、少なくとも過去２年間

のいずれかで悪化しなかった事業者であり、A クラス事業者が該当する。図 8 の左は 1 次

式をあてはめた結果であり、右は 2 次式をあてはめた結果である。 

図をみると、A クラスと B クラスの境界付近では、B クラス事業者の方が平均的に原単

位を改善している傾向が見てとれる。 

 

                                                   
8 広いバンド幅を選択すると、推定値のバイアスは大きくなるものの分散は小さくなるが、

狭いバンド幅を設定すると、バイアスは小さくなるものの分散が大きくなるというトレ

ードオフが生まれる。MSE-optimal 法では、バイアスと分散のトレードオフを最適化す

るようにバンド幅を選択する方法である。 
9 今回の分析では、先行研究を踏まえて 1 次式と 2 次式の 2 パターンで推定を行った。 
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図 8 プロット：平成 28 年度対前年度原単位変化 

（横軸：平成 26 年度の過去 2 年間原単位変化） 

【1 次式】                 【2 次式】 

 

 

図 8 における RD デザインの推定結果を示したものが表 5 である 

平成 28 年度における原単位変化への影響をみると、1 次式をあてはめた場合は-0.951、2

次式をあてはめた場合は-1.072 となっており、いずれもマイナスで推定されている。次数

が 1 の時の推定値は 10％水準で統計的に有意であり、次数が 2 のケースでも p 値は 0.111

と低くなっている。つまり、B クラス事業者は注意喚起文書等の効果によっておおむね 1％

程度の原単位削減を行っていることがわかる。 

 

表 5  RD デザインによる分析結果：原単位変化 

 

 

96
98

10
0

10
2

10
4

平
成

28
年

度
の

対
前

年
度

原
単

位
変

化

-4 -2 0 2 4平成26年度の過去2年間原単位変化

Sample average within bin Polynomial fit of order 1

RD Plot: 平成28年度の対前年度原単位変化

94
96

98
10

0
10

2
10

4
平

成
28

年
度

の
対

前
年

度
原

単
位

変
化

-10 -5 0 5 10平成26年度の過去2年間原単位変化

Sample average within bin Polynomial fit of order 2

RD Plot: 平成28年度の対前年度原単位変化

次数 1 2

処置効果 -0.951 -1.072
p値 0.098 0.111
サンプルサイズ 2727 2727
　対照群 1973 1973
　処置群 754 754
分析に用いたサンプルサイズ 1669 2218
　対照群 1100 1525
　処置群 569 693
バンド幅 3.556 6.41

H28原単位変化
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省エネ取り組みの強化 

同様の分析を、アンケート調査によって把握した平成 28 年度以降に取り組みを強化した

かどうかを被説明変数として行ったものが表 6 である。「平成 28 年度以降に取り組みを強

化したか」については、「省エネに向けた取組を全般的に強化した」を 1、「省エネに向け

た取組を全般的に維持しており、大きな変更はない」と「省エネに向けた取組を全般的に

縮小した」をそれぞれ 0 としたダミー変数を作成し、被説明変数としている。 

表 6 の推定結果をみると、いずれの推定値もほとんどゼロに近くなっており、統計的に

有意な推定結果が得られていない。つまり、B クラス事業者に格付けられたとしても、取

り組み強化の効果は確認されない。表 5 と異なる結果が得られた理由としては、表 6 はア

ンケート回答企業のみを分析対象としているため、サンプルサイズが小さくなったために

効果が検出できなかった可能性や、アンケート回答企業のみが分析対象であるため、サン

プルセレクションバイアスが生じている可能性などが考えられる。 

 

表 6  RD デザインによる分析結果：省エネ取り組み 

 

 

4.2.2 2 年連続で原単位が増加してはいないものの、5 年間平均原単位は 5％超増加して

いる事業者の分析 

原単位変化 

2 年連続で原単位が増加してはいないものの、平成 26 年度時点の 5 年平均原単位が 5％

超増加することによって B クラスとなった事業者への影響を、同様に RD デザインによっ

て分析する。分析方法は前述と同様である。 

次数 1 2

処置効果 -0.054 -0.098
p値 0.451 0.379
サンプルサイズ 726 726
　対照群 445 445
　処置群 281 281
分析に用いたサンプルサイズ 320 469
　対照群 156 251
　処置群 164 218
バンド幅 2.181 3.562

H28以降取組強化
（アンケート）
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図 9 は、横軸に平成 26 年度時点の過去 5 年間の平均原単位変化を取り、縦軸に平成 28

年度における対前年度変化率を縦軸にそれぞれ取り、境界（＝105）前後で近似曲線を当て

はめたものである。図 9 において、横軸で 105 よりも右側にある事業者は、平成 26 年度

時点において過去 5 年間の平均原単位が 5％以上悪化した事業者であり、B クラス事業者

が該当する。一方、横軸で 105 よりも左にある事業者は、平成 26 年度時点における原単位

変化が、過去 5 年間の平均原単位が＋5％以内であり、 

図をみると、A クラスと B クラスの境界付近では、B クラス事業者の方が平均的に原単

位を悪化させている傾向が見てとれる。 

 

図 9 プロット：平成 28 年度対前年度原単位変化 

（横軸：平成 26 年度の過去 5 年間原単位変化） 

【1 次式】                 【2 次式】 

 

 

RD デザインの推定結果を示したものが表 7 である 

平成 28 年度における原単位変化への影響をみると、1 次式をあてはめた場合は+2.884、2

次式をあてはめた場合は+4.656 となっており、事前の想定とは異なりいずれもプラスで推

定されている。つまり、過去 5 年間の平均原単位が悪化したことによって B クラスになっ

た事業者は、A クラス事業者よりも原単位をさらに悪化させている傾向があることになる。

加えて、次数が 2 のケースでも推定値は統計的に有意になっている。 
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表 7  RD デザインによる分析結果：原単位変化 

 

 

省エネ取り組みの強化 

同様の分析を、平成 28 年度以降に取り組みを強化したかどうかのダミー変数を被説明変

数として行ったものが表 8 である。いずれの推定値もマイナスではあるものの統計的には

有意な結果となっていない。つまり、平成 26 年度時点の 5 年平均原単位が 5％超増加する

ことによって B クラスとなった事業者は、省エネ取り組みの強化も行っていないと考えら

れる。 

 

表 8  RD デザインによる分析結果：省エネ取り組み 

 

 

次数 1 2

処置効果 2.884 4.656
p値 0.197 0.056
サンプルサイズ 2170 2170
　対照群 2008 2008
　処置群 162 162
分析に用いたサンプルサイズ 358 571
　対照群 271 473
　処置群 87 98
バンド幅 2.717 3.524

H28原単位変化

次数 1 2

処置効果 -0.310 -0.347
p値 0.155 0.146
サンプルサイズ 527 527
　対照群 448 448
　処置群 79 79
分析に用いたサンプルサイズ 85 151
　対照群 44 100
　処置群 41 51
バンド幅 1.97 3.495

H28以降取組強化
（アンケート）
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4.3  ディスカッション 
本小節では、推定結果を踏まえていくつかの論点についてディスカッションを行う。 

第一が、5 年間平均原単位は 5％超増加したことによって B クラスに位置付けられた事

業者に対する効果についてである。表 7 の推定結果の一部では、B クラス事業者に位置付

けられることによって、エネルギー消費原単位がかえって悪化している傾向が確認できる。

しかしながら、注意喚起文書の送付等によって省エネ効果が確認されないということは理

解できたとしても、省エネがかえって悪化してしまうということは考えにくい。エネルギ

ー消費原単位は、分子がエネルギー消費量、分母がエネルギーの使用量に密接な関係のあ

る生産数量等として算出されるものである。そこで表 7 の RD デザインの被説明変数を、

エネルギー消費原単位の分子であるエネルギー消費量変化と、分母である生産数量等変化

に分けて分析したものが表 9 である。なお分析にあたっては、比較の観点から表 7 と同様

のバンド幅を用いている。分析結果をみると、いずれも統計的有意な推定結果は得られて

いないが、B クラス事業者は A クラス事業者と比較して、エネルギー消費量が増加してお

り、かつ生産数量等は減少していることが分かる。つまり、エネルギー消費原単位の分子

が増加し、分母が減少するという要因が相まって、表 7 の推定結果が得られていると言え

る。これらの結果から推察されるのは、5 年間平均原単位は 5％超増加したことによって B

クラスに位置付けられた事業者は、エネルギー消費量の増加と生産数量等の減少が構造的

に生じている可能性があるため、注意喚起文書の送付等の効果が確認されなかった可能性

がある。 
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表 9  RD デザインによる分析結果：H28 エネルギー消費量変化・生産数量等変化 

 
（注）バンド幅は表 7 と揃えている。 

 

第二が、RD デザインを用いた分析では、全体として統計的に有意な結果が少ない点に

ついてである。RD デザインを用いた分析では 2,000 事業所程度のデータを用いたが、表 2

で示されているエネルギー消費原単位変化の標準偏差をみると 10 程度となっており比較

的大きい。エネルギー消費原単位は、分子のエネルギー消費の変動だけではなく、分母の

生産数量等の変動の影響も受けるため、景気等の動向にも左右される指標である。そうし

たノイズの大きさが、有意な推定結果が得られにくかった背景として考えられるかもしれ

ない。 

第三が、B クラス事業者に位置付けられることの効果についてである。本稿の分析では、

注意喚起文書の送付によって B クラス事業者の省エネが促進された可能性を指摘した。し

かしながら注意喚起文書には、現地調査や報告徴収、立入検査が実施される可能性も明記

されているため、こうした予告が事業者の省エネを促進させた可能性もある。事業者の行

動変容が生まれた背景については、今後さらなる検討が求められる。 

 

  

次数 1 2 1 2

処置効果 1.430 2.988 -2.011 -2.130
p値 0.435 0.469 0.354 0.398
サンプルサイズ 2170 2170 2170 2170
　対照群 2008 2008 2008 2008
　処置群 162 162 162 162
分析に用いたサンプルサイズ 358 571 358 571
　対照群 271 473 271 473
　処置群 87 98 87 98
バンド幅 2.717 3.524 2.717 3.524

H28エネルギー消費量
変化

H28生産数量等
変化
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5  結語 
本稿では、「事業者クラス分け評価制度」について、その政策効果を RD デザインを用い

て検証してきた。分析の結果、第一に、注意喚起文書の送付等の対象である B クラス事業

者については、原単位の改善や省エネ取り組みを強化している傾向があることが分かった。

過去の原単位状況等を回帰分析で考慮した上でも、B クラス事業者の原単位は改善してい

る。第二に、より厳密な効果測定方法である RD デザインを用いた分析結果でも、2 年連

続で原単位が対前年度比で増加したことによって B クラスになった事業者については、注

意喚起文書の送付等によって原単位が 1％程度改善したことが明らかになった。その一方

で、5 年間平均原単位が 5％超増加したことによって B クラスになった事業者については、

そうした効果は確認できなかった。5 年間平均原単位が 5％超増加するような事業者につい

ては、構造的な要因などによって原単位が悪化してしまっている可能性がある。 

事業者クラス分け評価制度は、事業者に対してメリハリのある対応を実施することによ

り、事業者全体の省エネ取り組みに対する意欲を向上させる取り組みとして、2016 年度か

ら導入されたものである。本稿の分析結果に基づくと、事業者クラス分け評価制度に基づ

く事業者に対する省エネ行動の促進は、一定の効果があると言える。行動科学のアプロー

チに基づいて事業者の行動変容を促せるかどうかは、学術的も研究蓄積が少なく、本稿の

実証分析はそれに対して貢献するものだと言える。しかしながら本稿には、学術的および

政策的に以下のような課題が残されている。 

第一に、本稿分析結果では、2 年連続で原単位が対前年度比で増加したことによって B

クラスになった事業者については注意喚起文書の送付等による効果が確認されたものの、5

年間平均原単位が 5％超増加したことによって B クラスになった事業者についてはそうし

た効果は確認できなかったが、その背景を明らかにする必要がある。5 年間平均原単位が

5％超増加している事業者は、省エネ取り組みでは改善できないような、構造的な省エネ環

境の悪化に直面している可能性がある。そうした要因を明らかにしていくことは、学術的

にも政策的にも重要である。 

第二に、B クラスに分類された事業者に対する、より効果的な省エネ行動の促進方法の

検討が求められる。現状では、注意喚起文書の送付等によって事業者に対する省エネ行動

を促している。しかしながら、行動経済学的な知見を活用することによって、同種の取り
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組みをより効果的にできる可能性がある。企業や事業者に対する行動経済学的な働きかけ

の効果は、学術的にも未解明な領域であり、今後の研究の進展が求められる分野と言える。 

第三に、今回の分析では統計的に有意な結果が得られない推定も多かった。今後は、分

析手法の見直しやサンプルサイズの拡充によって、より精緻な分析を行っていく必要があ

る。 
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